
様式６
令和５年度＜先導型＞

＜課題認識 事業目的＞
賃貸住宅     居住者 退去 伴 内装 設備 更新 実施         性能向上      居住者 一斉退去 必要

であることから全国的にも取組みが進んでいない状況にある。しかし、建築物省  法改正    建築物 省  性能表示制度 強化 
       今後 賃貸住宅市場     住宅性能 物件選択指標          予想    既存賃貸住宅 社会的要求 
合   性能向上 実現      競争優位性 失  稼働率低下 収益性悪化    経営    負    予想    
     社会状況     積雪寒冷地    既存木造賃貸住宅 性能向上 実現            戸建住宅 性能向

上      取組    知見 生     賃貸住宅市場 特性 明     居住者 居住環境改善      経営改善 同時
 満足  仕組  構築 不可欠    

＜開発する仕組みの概要＞
木造賃貸住宅 良質化 関  相談窓口 設置           実施 性能向上      全戸気密測定 長期優良住宅認

定、BELS認証      瑕疵保険適用等 既存木造賃貸住宅 性能向上           化        賃貸住宅     
性能向上に取り組みやすい仕組みを構築する    賃貸住宅の性能向上を評価する「賃貸住宅性能向上リフォームローン」の開発に取
り組む。

取組概要

仕組みの全体像

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

④履歴
保管企画、調査・検討、全体調整、

良質賃貸経営ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 運用

(株)シー・アイ・エス計画研究所
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様式６
令和５年度＜先導型＞

＜現状 課題認識＞
賃貸住宅 維持管理 居住者の退去に伴う内装や設備の更新 経年劣化 伴 外装 塗装 張替  実施       の、建物

全体の性能向上      居住者 一斉退去 必要       全国的  取組  進     状況        建築物省エ
 法改正    建築物 省  性能表示制度 強化   令和6年   建築物 販売･賃貸 行 事業者 対  省  性能表示
 努力義務 課                 今後 賃貸住宅市場    も断熱性能や一次エネルギー消費性能が消費者による物
件選択指標のひとつとなる。既存賃貸住宅     性能向上 実現      競争優位性 失  稼働率低下 収益性悪化   
た経営リスクを負うことが予想      昨今 住宅建設    高騰 解体工事費 高騰   所有  木造賃貸住宅 建替   
選択が難しい状況となっている。
   消費者（居住者）側 視点  見   住宅建設    高騰  戸建住宅 取得 難  子育 世帯 増加 予想されるほ

か、エネルギー価格高騰にともなう給湯暖房費負担の増加が深刻化している。住生活総合調査（H30国交省）    賃貸住宅 満
足度は増加傾向にあるが、持ち家に比べて14    程度低 状態 20年  継続       住宅市場動向調査（R3国交省）
    住 替 等前後    住宅 複層   等整備率  持 家（中古除 ） 44.6 87.8     賃貸住宅 12.2ポイン
トと大きな開きがある。断熱性能 低 住宅              居住者 健康面  も問題が顕在化している。

＜課題を踏まえた事業の目的＞
前述の   社会状況     積雪寒冷地    既存木造賃貸住宅 性能向上 実現            北海道Ｒ住宅事

業者       戸建住宅 性能向上      取組    知見 生     極  有用    本提案      北海道Ｒ住
宅 知見 最大限活用        地域特性 見合  既存木造賃貸住宅 性能向上           化       賃貸住
宅居住者 賃貸住宅     不動産事業者 地域工務店   賃貸住宅市場を構成する各セクターのアンケート調査やヒアリングを通
  賃貸住宅市場 多角的 検証   市場特性 比較 考察     札幌市内    札幌近郊都市 恵庭市 対象    
   既存木造賃貸住宅 性能向上      取組 意欲的      事業資金調達 下支      賃貸住宅 性能向上 

特化  新規金融商品 賃貸住宅性能向上          開発 目指  
これらの取組みにより、既存木造賃貸住宅 性能向上リフォーム（技術）、暖かく快適な住環境を求める居住者（市場）、及び性能

向上      取 組      資金調達 支          （金融） ついて、相互の関係性 整理  木造賃貸住宅 居住
環境改善と賃貸経営改善を同時に満足する仕組みを構築することを目指す。

取組の詳細①-1

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜開発仕組みが目指す社会像＞
取組の詳細①-2

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜取組の詳細＞
取組の詳細②

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

仕組みの仕様

新耐震基準（1981年）適用以降 建設   既存木造賃貸住宅 対象         
ションの実施、性能向上      全戸気密測定 長期優良住宅認定 BELS認証、リフォーム
瑕疵保険適用、性能向上を評価   （仮称）賃貸住宅性能向上          適用等、
既存木造賃貸住宅    性能向上           化 目指  

対象顧客 主に、新耐震基準（1981年）適用以降 建設   既存木造賃貸住宅所有者（個人  
ナー）。

顧客ニーズ

賃貸住宅建設時 借入金 完済     利回  確保     状態   築年 20∼30年
 差 掛   内外装 住宅設備 更新    躯体劣化解決            暖房  
  敬遠  近年 入居者    応             近年 解体工事費 新築工事
費 高騰    建替 新  借入金負担 過大        周辺 賃貸住宅市場 新築 
建替 進       競争優位性 失   入居率 稼働率低下   賃貸経営上     
生じる。

販売チャネル

日頃 仲介 物件管理 通  賃貸住宅所有者  付 合    北海道良質    住宅流
通ネットワークの会員が仕組みの紹介を担う   北海道Ｒ住宅事業者      会員による既
存木造賃貸住宅性能向上     事例 紹介  賃貸住宅所有者 対  相談窓口 設置
することにより、仕組みの普及に資する体制を構築する。

価格 物件 現況   異    建替   低    新築同等 内容 提供   

販売時期 令和６年度 予定 



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜住宅 維持保全 性能 向上＞
●仕組みの概要
性能向上           長期優良住宅（増改築）基準 準   北海道Ｒ住宅  取組   実証 市場化     、インス

      実施 性能向上          既往 知見 最大限援用                後 全住戸    気密測定 
実施及      瑕疵保険 適用 行      長期優良住宅（増改築）認定及 BELS認定を取得することとする。
特  令和６年  省  性能表示 努力義務 課されるほか、後述の性能向上を評価するアパートリフォームローンの適用においても、

性能向上及 良質性 客観的 評価  必要        BELS認定の取得は重要性が高いと考える。
   性能向上     後 維持保全      延長瑕疵保険  連携 北海道良質    住宅流通      会員及 北海道

Ｒ住宅事業者      会員   付帯    等 提供    検討   

●本年度実施  事業 取組詳細
■性能向上      検証 既存木造賃貸住宅 各種調査
木造賃貸住宅 性能向上          改修前 工事中 改修後及 入居後 各段階    検証 供     既存木造賃

貸住宅       工事物件 検証利用    協力 得   （以下  検証物件    ） 検証物件  現在入居者 対  退
去要請中    令和５年４月末   全住戸退去完了予定       本事業採択･交付決定後 速   棟全体  既存住宅
状況調査（インスペクション）」に着手し、早急に性能向上リフォームの内容について精査、決定する。なお、本提案の取組みのうち、当該
検証物件    性能向上     工事       仕組  開発時 効果検証等 必要   試行的 工事等 要  経費   
て、約80万円/戸 補助 要望   （様式5-1参照）。本要望部分については、性能向上リフォーム内容を決定し次第、工事内容を
含めて交付申請したいと考えており、お取り計らい頂きたい。検証物件においては、工事進捗に合わせた現地調査（検証）のほか、改修
工事後  入居開始   期間 断熱気密性能 遮音性能等 調査   空 住戸現況調査  予定      入居開始後  改
修住戸入居者 協力 得  入居住戸環境測定調査  実施  効果検証 予定   
   入居募集中賃貸住宅（６棟 各１戸 想定）      空 住戸現況調査  空 住戸 中心    既存住宅状況調査 

 実施  建築年代 専有面積 間取 等    整理 検証        木造賃貸住宅 性能向上           整理   
      前記検証物件    入居後  入居住戸環境測定調査  比較検討    建築年代 間取  世帯構成等 異  

既存木造賃貸住宅     入居住戸環境測定調査（34戸程度 想定）  実施  性能向上      効果検証 供   
一連 調査 予定  遮音性能      賃貸住宅入居者 不満項目           簡易 手法   遮音性能評価 試

行  定性的遮音性能評価 可能性    検討   
各種調査で得た各種データは、後述の室内環境シミュレーションにも適用する。

取組の詳細③-1

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜住宅 維持保全 性能 向上＞
●本年度実施  事業 取組詳細（つづき）
■室内環境シミュレーション
 入居住戸環境測定調査  得 建築概要 世帯構成 温熱環境等   及      消費量   等 用   性能向上    

 内容 居住世帯構成 応  室内環境         実施  住戸 断熱性能 給湯暖房設備構成    一次     消費
量 入居世帯 暖房費      変化   等 評価   評価結果  後述   北海道良質賃貸住宅経営          改
良 反映   
   令和５年４月   共同住宅等    断熱等性能等級６･７ 施行 予定          賃貸住宅    ZEH水準を

上回る断熱性能を導入した場合の給湯暖房設備構成を共通･供用化することの可能性や建設費抑制、家賃低減効果等を検討する。

■居住者アンケート調査
木造賃貸住宅居住者 対象    居住物件概要 賃貸契約状況 世帯状況 及 住環境等 関  調査 実施   調査範囲

  路線 所在地 異  7駅（下表参照）を抽出し、駅から概ね1.2km（徒歩15分）の範囲とする。目標回収票数1,500票（回
収率約30％ 設定） 得    調査票   投函数 駅毎          木造賃貸住宅住戸各700戸 計4,800戸    
     調査 通   居住費 住環境 満足度 寒  外部騒音 関  意識 住 替  条件等    明          

断熱性能 遮音性能 高 賃貸住宅  関心 良質賃貸住宅市場形成 可能性    考察   

取組の詳細③-2

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

駅名 路線 所在地 乗降客数［人/日］ 朝８時台の通勤
列車本数［本］

札幌駅までの
所要時間［分］

駅乗入れバス
路線数［本］

家賃相場［万円］

麻生 市営南北線 札幌市北区 30,072 14 9 18 5.49
北34条 市営南北線 札幌市北区 11,146 15 8 3 6.13
北24条 市営南北線 札幌市北区 22,056 14 6 7 7.06
栄町 市営東豊線 札幌市東区 12,140 14 12 6 6.00
新道東 市営東豊線 札幌市東区 11,916 14 11 2 5.84
元町 市営東豊線 札幌市東区 12,140 14 9 1 5.64
恵庭 JR 千歳線 恵庭市 11,460 8 35 2 5.66

【備考】乗降客数：国土数値情報（R3年度）、朝８時台の通勤列車本数：札幌駅方面（3/27時点）、駅乗入れバス路線数：駅と同名のバス停を発着する路線･系統数
（3/29時点）、家賃相場：不動産・住宅情報サイトLIFULL HOME’Sにて「アパート・2LDK」の条件で検索（3/29時点）



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜住宅 維持保全 性能 向上＞
●本年度実施  事業 取組詳細（つづき）
■オーナーアンケート調査
前記居住者      調査範囲（札幌市北区 東区 恵庭市） 木造賃貸住宅 所有  個人     対象    所有物件

 建築概要 入退去状況 相続 含 今後 賃貸経営方針等 関  調査 実施   当協議会     賃貸住宅個人    
情報 入手困難      当該調査範囲 営業      賃貸管理業者 協力 得 調査票 郵送   目標回収票数100票
（回収率約30％と設定）を得るため、調査票郵送数は400通とする。
調査 通   築年数経過 伴 入退去 修繕･管理等 課題 市場環境変化（工事費高騰 省  法改正等） 対  意識 

築古物件 更新条件等    明          性能向上      関心 良質賃貸住宅市場形成 可能性    考察   

■事業者アンケート調査
前記居住者      調査範囲（札幌市北区 東区 恵庭市） 営業      賃貸仲介業者 工務店 対象    良質 

賃貸住宅 関  入居希望者      関心 良質 賃貸住宅 建築･     経験 相談状況等 関  調査 実施   調査
対象は、各事業者団体等が公表している名簿を参考として調査票を郵送する。目標回収票数200票（回収率30％と設定）を得るた
め、調査票郵送数は800通とする。
調査 通   賃貸住宅 良質性     賃貸住宅入居希望者        程度関心 持     等    考察   

●インセンティブについて
北海道 場合  寒 家  住         現実的  切実 要求    賃貸住宅 場合 居住者 所有者（    ） 異

  点         働       課題     高断熱高気密 良質住宅 住    自体 居住者                
居住者 支払 家賃         源泉       良質性評価 指標     考            居住者及       
     調査    断熱気密性 優  良質 賃貸住宅 希望  具体的 居住世帯像  木造賃貸住宅     抱  課題
整理 性能向上      取 組    考       発掘 図      北海道良質賃貸住宅経営            事業性
評価    性能向上        新  賃貸住宅経営手法 有意性 相対的 評価     目指 。

取組の詳細③-3

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜住宅 維持保全 性能 向上＞
●「検証物件」及  空 住戸現況調査物件」の概要（★表 写真 非公開資料）
検証物件(a.) 退去完了 次第 1棟全体 既存住宅状況調査（ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ） 実施予定    空 住戸現況調査 及 既存

住宅状況調査物件候補    提案時点     b.及びc. 予定     空 住戸現況調査 既存住宅状況調査 6棟（6戸）
予定     事業進捗 物件 入退去状況 総合的 勘案 調整    物件追加 入替等 行  

● 入居住戸環境測定調査  概要
木造賃貸住宅居住者 対   環境測定     託送  一定期間室内 温度 湿度 二酸化

炭素濃度等 測定         託送用段   箱 内包されて   居住者  住戸 任意 
場所に段ボール箱を設置、開放することで環境測定ができる仕様となっている（右写真参照）。居住者
  測定期間終了後 再 段   箱 封緘  所定 送付先 託送     良  
   居住者   環境測定     設置 併        消費量（電気    灯油等 使

用量）    提供 受   
回収した環境測定         抽出       消費量      に各種検討に供する。

●各種物件調査 予定数量    

取組の詳細③-4

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

物件名 構造 階数 戸数 新築年 築年

a.北40東７AP RC･木 3階建 6 S61.10 築36年

b.北24西19AP 木 2階建 8 S62.3 築35年

c.北25東16AP RC･木 3階建 10 S63.3 築34年

a. b. c.

既存住宅状況調査 空き住戸現況調査 入居住戸環境測定調査 備考

検証物件 1棟 6戸 6戸 物件a.

既存木造賃貸住宅 6棟 6戸 34戸 物件b.、c. ほか

調査数量合計 7棟 12戸 40戸



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜住宅 資産価値 適正評価＞
●仕組みの概要
R04年度事業成果    北海道良質賃貸住宅経営          改良  入居者が払う家賃、オーナーが負担する性能向上リ

フォーム費、現状維持や建替との事業性比較、後述   賃貸住宅性能向上          適用  場合 返済条件等を多角的に
評価  性能向上        賃貸住宅 資産価値評価 可能    
また、ZEH水準を上回る断熱等性能等級への性能向上リフォームにより暖房費が大幅に削減されることに着目した「暖房費内包型家賃

設定  導入可能性    評価  改良 実施    暖房費内包型家賃設定   性能向上リフォームに要する掛かり増し工事費用
  性能向上         削減   暖房費相当分 家賃転嫁    回収  新  賃貸住宅経営モデルであり、築年数 駅徒
歩時間 専有面積等    習慣的 相場形成     賃貸住宅市場    、「暖房費を気にせずに暖かく快適な暮らしを実現する
住環境」という新たな価値を提供するものである。
既往の資産価値評価手法ではこのような新たな価値の評価が困難であることから、評価手法を含めて仕組み化する。

●本年度実施  事業 取組詳細
■北海道良質賃貸住宅経営         改良
 北海道良質賃貸住宅経営         について、前述  賃貸住宅室内環境シミュレーション」評価結果を反映するほか、R04年

度事業成果    札幌市内 共同住宅市場調査結果  基   家賃関数 反映     改良 実施  。
また、 R04年度事業成果    札幌市内 共同住宅市場調査結果   木造賃貸住宅 性能向上     結果  基  北海道

大学の研究により、断熱等性能等級６･７の性能向上リフォームに要する掛かり増し工事費用に基づく家賃上昇額と、断熱等性能等級
６･７の性能向上リフォームによって削減される暖房費が近似するとの試算結果が示されたことから、「暖房費内包型家賃設定」の導入可
能性   賃貸住宅性能向上                  結果 評価     改良 併  実施   

●断熱等性能等級６･７の掛かり増し工事費反映家賃と、削減される暖房費の試算結果（※北海道大学 森太郎教授）

取組の詳細③-5

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

等級５ 等級６ 等級７ 等級５と等級６の差 等級５と等級７の差

家賃［円/月］ 67,400 67,800 71,700 +400 +4,300
暖房費［円/月］ 6,260 4,742 3,730 -1,518 -2,530
光熱水費（暖房費除く）［円/月］ 20,404 20,404 20,404 0 0
合計（=住居費）［円/月］ 94,064 92,946 95,834 -1,118 +1,770



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜流通商品 金融開発＞
●仕組みの概要
賃貸住宅     性能向上      取組    環境 実現      性能向上 評価   賃貸住宅性能向上       

ン」を開発する。
賃貸不動産 対象   金融商品 事業性判断 最優先      変        近年 持 家取得 関  税制優遇 良質

化 後押   施策展開    賃貸住宅 満足度 持 家 比  低         断熱性能 低 住宅             
ど居住者の健康面からも住環境として問題が顕在化している。
性能向上リフォームによる賃貸住宅 良質化  建替（解体＋新築＋良質化）に比べて建設コストを大幅に圧縮することが可能とな

      北海道    標準的 高断熱高気密住宅 同等 良質性 持 木造賃貸住宅 提供 可能        居住者 満
足度･健康度 高     貢献 安定  高家賃･高稼働率 維持       賃貸経営 事業性向上 実現    考     

●本年度実施  事業 取組詳細
 賃貸住宅性能向上          開発に      北海道Ｒ住宅専用    開発実績   (株)北洋銀行殿 連携する。

 賃貸住宅性能向上          開発      、主に以下の３つの視点から検討を進める。
①インスペクション 実施 長期優良住宅（増改築）認定 BELS認証 全戸気密測定      瑕疵保険 適用等 性能
向上にかかる良質性 第三者評価の有効性に関する検討

②賃貸住宅市場    居住者 選    住 続  貰  住環境 提供 安定的 高家賃･高稼働率 担保    の
妥当性に関する検討

③賃貸住宅市場     良質住宅    新  選択肢 市場    新  価値 創造 普及     可能性 関  検討
   性能向上    達成   良質性 持続性  賃貸経営上重要        施工工務店   維持保全         

 瑕疵保険 延長（延長瑕疵保険）  連携     併  検討   
北海道内      賃貸住宅    良質化 高断熱化   新  市場創造等 事例 少       日本住宅    協議会

    意見交換 先進事例調査    検討 一助    

取組の詳細④-1

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜既存の商品・サービスとの差別化＞
●開発  金融商品     
性能向上         新築同等  新築 上廻 良質性 提供     前提    既存商品 比  遜色  内容 目指  

※「ほくよう賃貸不動産購入                         2023年１月４日付 公表内容 基  

●開発する仕組みのメリット、提供する新しい価値について
賃貸住宅          家賃 下   満室 長 維持 続     重要    居住者 家族構成 通勤･通学条件 変更 

ない場合、物件 良質であれば居住者が積極的に退去することは考えにくく、また 適切 維持保全 行     良質性 維持    
  適切 維持保全        物件に比べると市場における優位性が高く維持されるはずである      賃貸住宅 良質性 市
場における優位性に着目した賃貸物件向け 金融商品 存在しないため、既存のアパート向けローン 比  有利 条件 借入可能 
「賃貸住宅性能向上          開発 賃貸住宅所有者              共同住宅  導入 遅    長期優良住
宅認定 促進   可能性    先導的   高 企画性 商品性 有   考     
居住者 観点    賃貸住宅市場     暖  快適 住環境 提供  実現      現在 賃貸住宅市場 無 新  価値

の提供となることから、市場における影響が大きく、先導性の高い取組みと考えられる。

取組の詳細④-2

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

金融商品 ほくよう賃貸不動産購入ローン アパートリフォームローン （仮称）賃貸住宅性能向上リフォームローン

利用者条件 ・個人（不動産売買･仲介従事者は対象外） ・個人 ・個人

使い途 ・賃貸用住宅（住戸）の購入、建設資金
・賃貸中の住宅（住戸）の増改築資金
・戸数４戸以内の集合住宅等購入資金

・賃貸用住宅の増改築資金 ・長期優良住宅認定を取得する賃貸住宅の
増改築資金
・劣化対策等級３等の性能評価及びBELS
認証を取得する賃貸住宅の増改築資金

借入限度額 ・200万円以上5,000万円以内
・融資対象物件の担保評価額以内

・10万円以上1,000万円以内 ・200万円以上5,000万円以内
・戸あたり1,000万円以内

借入期間 ・２年以上25年以内（１年単位） ・６ヶ月以上15年以内（６ヶ月単位） ・２年以上25年以内（１年単位）

担保 ・融資対象物件（土地、建物） ・不要 ・融資対象物件（土地、建物）

金利 ・変動：2.675％ ・変動：5.675％ （最優遇金利：4.075％） ・変動2.675％



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜定量的 効果（見込 ）＞
札幌市都市計画基礎調査（2011年）        札幌市内  59,995棟 集合住宅         木造    38,319

棟（構成比約64％）       木造集合住宅 多  賃貸住宅（    ） 考     更  木造集合住宅 建築年 区分
すると、新耐震基準が適用された1982年以降建築    23,529棟（構成比約62％）、そのうち、1982∼2001年 間 建築  
たもの（築20∼40年程度   ） 17,979棟（構成比約47％）となっている。この、17,979棟（木造集合住宅 約47％）が「新
耐震基準適合、築20年以上経過  条件 合致  木造賃貸住宅       考         仮 １％ 性能向上      
取組むとすれば約180棟が対象となる。
なお 本事業 検討  仕組      先導的 取組    北海道Ｒ住宅 取組以来 先導的取組       1戸（1棟）

 確実 成功 新  市場創出 近道    考     拙速 市場規模 戸数 目指 段階     

取組の詳細⑤-1

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会

集合住宅の構造別割合（n=59,995） 木造集合住宅の建築年割合（n=38,319）



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜市場  普及等 見込 ＞
本協議会 北海道全域 対象地域      仕組  取扱    協力 得 予定 事業者団体  本協議会構成員  北海道

Ｒ住宅事業者      （会員数 44）」、  北海道良質    住宅流通      （会員数 15）」のほか、オブザーバーとして
参加   （一社）北海道     協会（会員数 232）」である  北海道良質    住宅流通          札幌市内 中
心   営業  地元不動産事業者 参画     本提案 際  協力 得    内諾 得    
本協議会は仕組みの開発や取組みの推進、必要な調査・分析･検討を担う組織であり、市場の形成や拡大については直接的に関与し

ない 賃貸住宅     相談対応 性能向上      提案 維持保全 掛      提供 新型    提供等  協議会 参
画する事業者や事業者団体、及び事業者団体を構成する各事業者であり、仕組みの利用 各社の経営判断に委ねられる。
北海道      北方型住宅 取組  平成元年  始      平成21年        北海道Ｒ住宅 取組  平成26年

        北海道庁      住    制度等 展開    既  良質 住宅 育  世代 親世帯  独立  賃貸住宅 住
    日常           賃貸住宅市場  良質 賃貸住宅   選択肢   状況        供給 進       一定
程度 賃貸住宅居住者 良質 賃貸住宅 選択  可能性 高  考     
   良質 賃貸住宅 暮   居住者 戸建住宅 取得  住 替  際   当然  当該賃貸住宅以上 良質性 求    

 想像 難    良質 賃貸住宅 供給  賃貸住宅市場 変革      戸建住宅市場     良質戸建住宅 一層 普及
に貢献するものと考えられる。

＜事業計画と実現可能性＞
本提案  令和４年度提案 良質住宅 維持保全 取組    環境形成 資  仕組 開発      性能向上 維持保全 

  賃貸住宅 収益性 向上  仕組  構築  再構成  継続提案        当初予定  令和４ ５年度 ２ 年度事
業    ２年目 位置付     
令和４年度提案 事業報告      持家所有者 無理  維持保全 取組  仕組  構築       戸建住宅所有者 維

持保全 対  意識 行動 乖離 大   所有者 積極的 予防的 維持保全 取 組 社会環境           浮 彫  
           中止  賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発 注力        
令和４年度提案時点   令和５年度  体制整備及 周知 係 取組    性能維持向上 係 取組   予定      所

有者 居住者  異  賃貸住宅市場 特性 充分 把握     更 調査 検討 必要      (株)北洋銀行殿からは、賃
貸住宅市場    性能向上 事業性 両立    更  検討 求       従   令和５年度 引 続  仕組  開発 
係 取組   注力         中  仕組  開発時 効果検証等 必要   試行的 工事  実施  令和６年度 目処 
「体制整備及び周知に係る取組み」、「性能維持向上に係る取組み」 に繋げたい。

取組の詳細⑤-2

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜過年度の取組概要＞ ※令和４年度 事業報告書  抜粋
■賃貸住宅調査
・状況調査は、築40年前後 木造賃貸住宅３棟    実施      ２棟 約10年前 性能向上     実施済  
・性能向上リフォーム実施済み2棟については、築40年前後  思   良質性 備     住環境 特 温熱環境的 見   
不具合 劣化 確認       一方 性能向上     未実施 物件      全体的 傷  激       賃貸
経営を継続した場合、修繕対応費用が一層嵩むことが予想される状態であった。

 市場調査  都市計画基礎調査   （札幌市） 札幌市内建築物   （    ） 札幌市内賃貸住宅成約   
（    ） 利用  北海道大学 共同 実施   各    GISソフトで分析することにより、最寄駅からの駅徒歩時間データ
 補完     成約    利用  多変量解析    駅徒歩時間 築年数 専有面積 説明変数 家賃 目的変数   
「家賃関数」を設定した。

 札幌市内 木造賃貸住宅市場 特徴    全  駅      特定 駅  駅徒歩時間 家賃  間 相関性 成立    
    駅徒歩時間 家賃 影響   駅 存在          木造賃貸住宅 経営 考        立地 特徴 
充分に把握することが重要であると言える。

■賃貸住宅改修シミュレーション
・賃貸住宅状況調査 取 上  性能向上     済 賃貸住宅 工事内容 工事金額 基礎    木造賃貸住宅 性能
向上リフォームに際して、工事種別（大工工事、断熱工事、サッシ工事、設備工事、電気工事・・・等）毎の工事単価を算出した。

    性能向上済  現状 物件 更 開口部改修工事 断熱補強工事等   一層 性能向上 図    想定  場合 
仕様検討 北海道大学 共同  実施  仕様毎 工事費見積 実施         工事単価   算出   

■北海道良質賃貸住宅経営        ＜ http://www.hokkaido-r.jp/chintai/ ＞
 前述  賃貸住宅調査   賃貸住宅改修          結果 基    改修前後 断熱性能 専有面積（戸数 戸割 
変更） 任意 設定  性能向上      実施  場合 工事費 累積家賃所得 実質利回     概算可能 
 北海道良質賃貸住宅経営          開発   本      性能向上         現状維持  場合 建替 
場合、表面的リフォームを実施した場合、を比較して性能向上リフォームの優位性を確認できる。

取組の詳細⑥-1

既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会



様式６
令和５年度＜先導型＞

＜具体的な進捗状況＞
賃貸住宅調査 実施  ３棟    性能向上      実施     １棟      令和５年４月末   全住戸退去完了予

定 令和５年中 性能向上      試行  工事内容 妥当性 賃貸経営 事業性    検討      賃貸住宅      
協力 申出      申出 基   本提案     仕組  開発時 効果検証等 必要   試行的 工事  実施     取 
計らい願いたい。
   北海道良質    住宅流通       会員 対            等 協力    要請 応諾 得    統計   

等 表   賃貸住宅市場 状況    調査実施 段取  進              居住者       最寄駅 生活圏 
異  実際 賃貸住宅居住者 対象   計画          調査母数 多量     北海道大学森太郎教授研究室  連携
         集計･   化等    協力頂           
賃貸住宅 住環境      北海道大学森太郎教授 協力 得  実測          両面  検討  住居費 占  暖房

費や健康への影響などを評価する予定としている。また、断熱性能と給湯暖房機器の組合せについても検討し、「暖房費内包型家賃設
定」の可能性について考察する予定としている。

＜過年度 取組   成果＞
２棟 木造賃貸住宅性能向上リフォーム事例（平成23年実施済 ）    工事内容 住戸住棟 現況調査 実施     現

況家賃の周辺相場との比較等により市場調査を実施した。その結果、木造賃貸住宅 性能向上      取組   賃貸経営上も
非常 有利 働 可能性 高    示   。
       調査結果 基  北海道大学 研究    性能向上リフォームに要する掛かり増し工事費用に基づく家賃上昇額と、性

能向上リフォームによって削減される暖房費が近似するとの試算結果が示された。
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既存木造賃貸住宅 性能向上     促進 資  仕組 開発
北海道Ｒ住宅ストック流通推進協議会




